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提案理由 

子供の健康と安全を守るため、学校等の利用基準「年間２０ミリシーベル

ト」の引き下げ等を政府に求める。 

これが、本案を提出する理由である。 



文部科学省が示した学校等の利用基準「年間２０ミリシーベルト」の引

き下げ等を政府に求める意見書 

 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故は、放射能による

深刻な環境汚染やその他の社会的・経済的被害をもたらしている。子供を学校

に預ける親たちの不安が募る中、新学期が始まった直後の４月１９日、文部科

学省は「福島県内の学校等の校舎・校庭等の利用判断における暫定的考え方」

として、年２０ミリシーベルト（屋外で毎時３.８マイクロシーベルト）とい

う基準を福島県教育委員会等に通知した。 

この数値は、労働基準法で１８歳未満の作業を禁じている「放射線管理区

域」（毎時０.６マイクロシーベルト以上）の６倍強、また、原発労働などによ

って白血病を発症した場合の労災認定基準の年間線量の４倍に匹敵する。 

子供は細胞分裂が活発であり、放射線に対して脆弱なのだから、原発労働者

や一般の大人に対する基準より緩くていいはずがない。４月２９日に東京大学

大学院教授の小佐古敏荘氏は、事故直後を過ぎた時期に年２０ミリシーベルト

という緩すぎる基準を設定することに涙を流して抗議をし、内閣官房参与の辞

表を提出した。 

また、この数値は、食事などによって放射性物質が体内に取り込まれる内部

被曝を考慮していない。さらに、基準がこのままでは、子供の被曝量を最小限

にするための学校や自治体レベルの自主的な防護措置が、本当は必要なのに不

要と判断されてしまいかねない。 

確かに、５月２７日になってようやく文部科学省は「福島県内における児童

生徒等が学校等において受ける線量低減に向けた当面の対応について」を発表

し、今年度は「当面、年間１ミリシーベルト以下を目指す」としたが、依然と

して年２０ミリシーベルトという基準は撤回されていない。そのため、現実に

多くの自治体では、空間放射線量の公表時にこの目標値に触れていないのであ

る。 

よって、本市議会は政府に対し、下記の項目の実施を強く求める。 

記 

１．学校等の校舎・校庭等の利用判断における暫定的考え方「年２０ミリシー



ベルト」を即時撤回して、これまでの年１ミリシーベルト以下を基準とする

こと。また、乳幼児が長時間過ごす保育園の利用基準を再設定すること。 

２．子供の被曝量を最小化するため、保育園、幼稚園、学童保育所、小・中学

校、公園等の空間放射線量や土壌の放射線量を自治体が早急に測定するよう

最大限の支援をし、測定結果に応じて一部立ち入り制限、除染・土壌の入れ

かえ、避難・疎開などを行う基準を策定し、実施に当たっては財政支援や受

け入れ自治体のあっせんも行うこと。 

３．学校等の屋外での測定値が毎時３.８マイクロシーベルト以下になったと

しても、年１ミリシーベルト（毎時０.１９マイクロシーベルト）以上の測

定地点がある都道府県内においてはモニタリングを継続すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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